
Ⅰ （○印・●印は、●印の付いたものを適用する。）

設計業務委託

（ ● 基本設計と実施設計 ○ 実施設計のみ 〇 基本設計のみ ）

(1)

(2)

(3)
平成 ３1年国土交通省告示第９８号　別添二建築物の類型 第 7 号　用途等 第 1 類

(1)

ａ ㎡

ｂ

１）用途地域

２）防火地域

３）その他地区等

(2)

ａ 約　５，０００ ㎡

ｂ

ｃ （主たる建物　別棟は別表３－（２）による）

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」による耐震安全性の分類は、以下のとおりとする。
　
１） Ⅱ 類

２） B 類

３） 類

d 省エネルギー性能指標（BEI値）が0.5以下とする

(3)

a 千円（税込み）

b 建設工期（予定工期） 令和 年 月 ～ 令和 年 月

○ ㎡

●

○

●

●

● 約 3、000 ㎡

当該建物に係る外構工事

植 栽 工 事

舗 装 工 事

グ ラ ン ド 整 備 工 事 グランド整備工事対象面積

（防球ネットの新設を含む）

建 築 物 以 外 の 設 計 業 務 の 概 要

敷 地 造 成 工 事 造 成 面 積

敷 地 全 体 の 外 構 工 事

7 8 8 12

環 境 対 策

建設の条件

想 定 工 事 費 2,000,000

建 築 非 構 造 部

建 築 設 備 乙

耐 震 安 全 性 の 分 類

構　造　体

施設の延べ面積（計画面積）

主要構造（主たる建物） 鉄筋コンクリート造を基本とし、混構造も可とする。

用途地域及び地区の指定 　

第一種中高層住居専用地域

指定なし

指定なし

施設の条件

施 設 用 途 教育施設（中学校）

設 計 与 条 件

敷地の条件

敷 地 の 面 積 約     19,371

計 画 施 設 概 要

施 設 名 称 （仮称）富士川町立統合中学校

敷地の場所 富士川町天神中條９９１番地１

（仮称）富士川町立統合中学校建設工事　
設計業務委託特記仕様書

業 務 概 要

業 務 名 称 （ 仮 称 ） 富 士 川 町 立 統 合 中 学 校 建 設 工 事

業 務 範 囲
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○

○ 別途発注

○

○

別　　表 ３－（２） 施設の条件で、設計する建物が複数の場合の棟別概要

地下　Ｆ

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上１Ｆ　　　

地下　Ｆ

地上　Ｆ　　　

一部　Ｆ

地上　Ｆ　　　

摘　　　　　　　　　要
構造体 建築非構造部 建築設備

地上　Ｆ　　　

そ の 他

建　物　名　称 計画面積㎡ 構　　造 階　　数
耐震安全性の分類

そ の 他 　

そ の 他 用 務 の 概 要

地 質 調 査

現 況 調 査
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Ⅱ 業務仕様

1 　特記仕様書の適用

　特記仕様書に記載された特記事項の中で、○印・●印は、●印の付いたものを適用する。（以下同じ）

2 　電子納品

　本業務は電子納品対象業務と

● する。

○ しないが、製図はＣＡＤで行い、電子納品と同様な取り扱いとし、提出を行うこと。

　電子納品対象業務とする場合の共通仕様書に基づく各書面に対する署名又は捺印は、成果物であるＣＤ－Ｒ

のラベルに直接署名又は捺印を行うことで、これに代えることができるものとする。

3 　管理技術者等の資格要件

　業務の実施にあたっては、下記の資格要件を有する管理技術者等を適切に配置した体制とする。なお「管理

技術者等」とは、管理技術者・担当技術者・建築設備資格者を総称していう。

(1) 管理技術者の資格要件は次による。

　管理技術者については、下記の資格及び経験を有するものとする。また、設計方針・趣旨および意図を

的確に掌握するとともに、高度な技術能力及び経験を有する者とする。

● 　 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による一級建築士

○ 建築士法施行規則（平成１３年国土交通省令第１３５号）による建築設備士又は建築士法（昭和

２５年法律第２０２号）による一級建築士

○ 技術士相当、または大学卒業後18年以上の実務経験相当

○ 大学卒業後13年以上の実務経験相当 　の能力を有すること

○ 大学卒業後8年以上の実務経験相当

○ 大学卒業後5年以上の実務経験相当

(2) 担当技術者の資格要件は次による。

　担当技術者については、下記の要件を満たすものとする。また、設計方針・趣旨および意図を的確に判

断するとともに、技術能力及び経験を有する者とする。担当技術者の中から、建築（意匠および構造）、

電気設備、機械設備の各部門毎の責任者として、主任担当技術者を１名ずつ選定し配置する。

・建築（意匠および構造）

　● 建築士法による一級建築士

● 構造担当者は、一級建築士または構造設計一級建築士

・ 建築設備（電気、機械）

● 設備設計一級建築士または建築設備士
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4 　業務計画書

　業務計画書には、次の内容を記載する。

　プロポーザル方式により業務を受注した場合は、参加表明書及び技術提案書又は技術資料において提出した

資料を併せて提出するものとする。なお、記載内容が重複する部分については、業務計画書記載事項への記載

を省略することができる。

(1) 管理技術者の氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験年数

平成 年 月以降における国、都道府県、市町村発注の同種又は類似業務の実績

(2) 各主任担当技術者の担当分野、氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験年数

平成 年 月以降における国、都道府県、市町村発注の同種又は類似業務の実績

(3) 担当技術者の分担業務分野、所属、氏名、生年月日、保有資格、実務経験年数

平成 年 月以降における国、都道府県、市町村発注の同種又は類似業務の実績

(4) 協力事務所の名称、代表者名、所在地、分担業務分野、協力を受ける理由及び具体的内容（協力者がある

場合）

(5) 分担業務分野、具体的な業務内容、追加する理由及び主任担当技術者の氏名・生年月日・所属・役職・保

有資格・実務経験年数（建築、構造、電気及び機械以外に分担業務分野がある場合）

平成 年 月以降の当該分野における業務の実績・手持業務の状況（建築、構造、電気及び機械

以外に分担業務分野がある場合）

注）  「平成20年4月以降の同種又は類似業務の実績」とは、次の①～③全ての項目に該当する実績をいう。

① 平成 年 月以降に完成引渡し済の設計業務実績（建物の竣工の有無は関係ない）

② 本業務において担当する分担業務分野での設計業務実績（ただし、管理技術者又はこれに準ずる立場

としての業務実績を有する場合は、当該業務の主たる分担業務分野についても業務実績を有すること

として扱うことができる。）

③ 次を満たす施設の設計業務実績

(ｱ) 同種業務の実績における対象施設は、 とする。

(ｲ) 類似業務の実績における対象施設は、 とする。

(6) 業務実施工程表

(7) 業務体制表

5 　プロポーザル方式により業務を受注した場合の業務履行

　プロポーザル方式により設計業務を受注した場合には、参加表明書及び技術提案書により提案された履行体

制により当該業務を履行する。

6 　設計業務の範囲

(1) 一般業務の範囲

ａ 基本設計

● 建築（意匠）基本設計

● 建築（構造）基本設計

● 電気設備基本設計

● 機械設備基本設計

● 昇降機基本設計

　　

20 4

20 4

国土交通省告示第98号別添二、建築物の類型七

上記類型四、六、八、十、十一、十二

20 4

20 4

20 4
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ｂ 実施設計

● 建築（意匠）実施設計

● 建築（構造）実施設計

● 電気設備実施設計

● 機械設備実施設計

● 昇降機実施設計

(2) 追加業務の内容及び範囲　（写真撮影はﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ（200万画素以上）による）

● 建築積算業務

（積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、複合単価（代価表・別紙明細・見積検討を含む）

等の作成、見積徴収及び見積一覧表の作成）

● 電気設備積算業務

（積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、複合単価（代価表・別紙明細・見積検討を含む）

等の作成、見積徴収及び見積一覧表の作成）

● 機械設備積算業務

（積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、複合単価（代価表・別紙明細・見積検討を含む）

等の作成、見積徴収及び見積一覧表の作成）

● 透視図作成 透視図 着色　Ａ３ 判 外観２面（額あり）、内観適宜

● 模型製作及び写真撮影 縮尺 １／ 200～300 着色透明樹脂製ケース 1 基

● 建築確認申請手続き業務（関係資料及び申請書作成業務は一般業務に含む。）

● 関係法令等に関する各種申請書類の作成及びその申請手続き業務

● コスト縮減検討中間報告書の作成

基本設計時に、監督員と協議し、次の事項についてとりまとめを行う。

① コスト縮減対策として有効なものとして採択した事項

② 今後の実施設計の中で具体的に検討のうえ採否を決めるべき事項

● コスト縮減検討報告書の作成

実施設計時に、監督員と協議し、次の事項についてとりまとめを行う。

① コスト縮減検討中間報告書に記載した事項の、実施設計段階での検討結果（コスト縮減提案の最

終採否）

② その他、実施設計時にコスト縮減対策として採択した事項

● ユニバーサルデザイン検討報告書の作成

公共建築のユニバーサルデザインに関する指針（H20.4　県土整備部営繕課）に基づき、チェックシ

ート等を提出する。

○ 防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続き業務

● 省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務

○ 電波障害対策等に必要な資料の収集及び机上検討業務

● 住民説明に必要な資料の作成
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7 　業務の実施

(1) 一般事項

① 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行う。

② 実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等によって行う。

③ 積算業務は、監督員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等によって行う。

④ 一貫構造計算プログラムを使用する場合は、監督員と協議する。

⑤ 工事費概算書の作成にあたり、使用する単価、数量について、監督員と協議を行うこと。

⑥ 追加業務に積算業務がある場合は、営繕工事積算チェックマニュアル〈建築工事編〉、〈電気設備工

事編〉、〈機械設備工事編〉の記入を行う。

⑦ 設計図書等に用いる用紙は、受注者の負担とする。

⑧ 提出物及び打合せに使用する紙類は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン

購入法）」の判断基準を遵守する。

⑨ プロポーザル方式により設計業務を受託した場合は、技術提案書により提案した内容を当該業務に反

映させるよう努めること。

⑩ 本設計業務は、設計ＶＥ対象業務とする。別途、監督員の指示により、設計ＶＥ実施及び時期につい

　て協議を行う。また、実施の際には資料の作成を行うとともに、会議へ出席すること。

⑪ 個人情報の保護に努めること。

(2) 打合せ及び記録

打合せは次の時期に行い、その内容を書面により速やかに提出する。

ａ 業務着手時

ｂ 基本方針策定前及び基本設計着手前

ｃ 実施設計着手前

ｄ 積算着手前

 e 監督員又は管理技術者が必要と認めたとき

(３) ウイルス対策

業務にあたっては、電子納品時のみならず、調査職員と業務に関する事項について電子データを提出する

際には、ウイルス対策を実施した上で提出しなければならない。また、ウイルスチェックソフトは常に最新

データに更新（アップデート）しなければならない。

(４) 適用基準等

特記なき場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部が制定又は監修したものとする。

※　「国営ＨＰ」とあるのは国土交通省官庁営繕部のホームページからダウンロードできます。

http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_index.htm

ａ 共通 （ 年　　　版　　　等 ）

● 官庁施設の基本的性能基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 官庁施設の基本的性能に関する技術基準 （ 公共建築協会 ）

● 官庁施設の総合耐震・津波計画基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）
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〇 官庁施設の総合耐震診断・改修基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 公共建築のユニバーサルデザインの指針　　　（平成20年版　　 山梨県 ）

http://www.pref.yamanashi.jp/eizen/documents/31676724380.pdf

● 官庁施設の防犯に関する基準 （最新版　　　　　　）国営ＨＰ ）

● 官庁施設の環境保全性に関する基準 （ ）

● （ ）

● 公共建築工事積算基準 （ 最新版　　　国営ＨＰ ）

● 公共建築工事標準単価積算基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 公共建築工事共通費積算基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 山梨県県土整備部営繕課電子納品要領【建築設計業務等編】（平成28年3月）

http://www.pref.yamanashi.jp/eizen/documents/sekkeiyouryou.pdf

● （ 平成28年3月 ）

http://www.pref.yamanashi.jp/eizen/documents/guideline.pdf

● 建築ＣＡＤ図面作成要領（案） （ ）

http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/cals/std0211/02cad.pdf

● 富士川町内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針

ｂ 建築

● 建築工事設計図書作成基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 敷地調査共通仕様書 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 木造建築工事標準仕様書 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建物解体工事共通仕様書 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建築設計基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建築改修設計基準 （ 最新版（建築保全センター） ）

● 建築構造設計基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建築工事標準詳細図 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 擁壁設計標準図 （ 最新版（公共建築協会） ）

● 構内舗装・排水設計基準 （ 最新版（公共建築協会） ）

ｃ 建築積算

● 公共建築数量積算基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 公共建築工事見積標準書式［建築工事編］（ 最新版 国営ＨＰ ）

ｄ 設備

● 建築設備計画基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建築設備設計基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 建築設備工事設計図書作成基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

平成14年11月改訂版（公共建築協会）

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）

公共建築工事内訳書標準書式［建築工事編］

公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）

公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準

最新版　　国営ＨＰ　

官庁施設の環境保全に関する診断・改修計画基準 最新版　　　国営ＨＰ

山梨県県土整備部電子納品運用ガイドライン【営繕編】
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● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

○ 排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説（ 最新版 国営ＨＰ ）

○ 建築設備耐震設計・施工指針 （ 国土交通省国土技術制作総合研究所）

● 建築設備設計計算書作成の手引き （ 最新版（公共建築協会） ）

ｅ 設備積算

● 公共建築設備数量積算基準 （ 最新版 国営ＨＰ ）

● （ 最新版 国営ＨＰ ）

● 公共建築工事見積標準書式［設備工事編］（ 最新版 国営ＨＰ ）

(５) 資料の貸与及び返却

貸出し簿に、貸し出した日付、図書の種類、図面の種類及び完成図等の種類等を記入のうえ、

貸し出す。また、貸し出した資料はその必要がなくなった時点で速やかに返却し、貸出し簿に返却日を

記入する。

貸与する資料

○ 基本構想または基本設計

● 地質調査結果報告書

○ 用地測量図

○ 改修・増築等の場合は既存の図面（貸与された図面と現場の整合を確認すること。）

(６) 指定部分の範囲 なし

(７) 成果物の提出場所

監督員と協議のうえ、指定された日時に、指定された場所へ提出する。

なお、成果物提出一覧表を作成し、業務で要求されたものが納品されることを、発注者・受注者双方で

確認できるようにすること。

(８) 成果物の取り扱いについて

提出されたＣＡＤデータについては、当該施設に係る工事の請負業者に貸与し、当該工事における施工

図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用することがある。

(９) 業務実績情報の登録について

請負金額１００万円以上の業務は、公共建築設計者情報システム（ＰＵＢＤＩＳ）に登録すること。

登録内容について監督員の確認を受けること。また、業務完了通知検査後速やかに登録の手

続きを行うとともに、登録が完了したことを証明する資料を遅滞なく監督員に提出すること。

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）

公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

公共建築工事内訳書標準書式［設備工事編］
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8 　その他

(1) 一貫構造計算プログラムは、建築基準法に基づく指定性能評価機関による性能評価に基づき国土交通大

臣の認定を受けたプログラムを用いる。大臣認定取得のため、性能評価申請中の一貫構造計算プログラム

を使用しても良い。これら以外のプログラムを使用する場合は、監督員と協議する。

(2) 基本設計における計画説明書には、設計上特に留意した事項、建物の特徴等を明記するために、省エネ

ルギー対策、構造計画、身障者対策、環境への配慮、景観対策及び文化性の付与等基本的な考え方を中心

に、設計主旨をまじえ記載すること。

(3) 建築確認申請等

① 建築基準法の規定による確認申請（構造計算適合判定を含む）については、委託期間内に確認済証

 を取得することを原則とする。ただし、業務委託完了時に確認済証の交付に至らない場合は、その

 理由及びその対応策等を記載した報告書を提出し、監督員の承諾を得ること。  

② 確認申請書の申請内容不備に起因する再申請にかかる費用については、受注者が負担すること。

③ 確認申請書の提出及び確認済証の取得時期を含めた業務計画表を作成し、監督員の承諾を得ること。

④ 確認申請書は、許可申請等の作成を含むものとする。

　図面等の添付書類等は折りたたみ紙袋に入れ通知書に添付する。

　確認申請書の設計者は管理技術者とし、建築設備に関して意見を聞いた者の氏名は電気設備及び機械

　設備のそれぞれの担当者とする。

(4) 設計上の留意事項

①　 設計の理念

a 公共建築物の社会的使命と機能を充分に認識し、社会性、合理性、耐久性、及び維持保全性等を

備えた設計とすること。　　　

b 建築物の敷地条件、自然条件及び社会条件を十分に研究し、「山梨県景観条例」を遵守して創造性、

　　　美観性、機能性を発揮し、富士川町の風土を活かして町民にとって親しみやすく、文化性の高い

　　　設計とすること。

ｃ 配置計画、意匠計画、構造計画及び設備計画は、建物の用途・目的等を考慮して省エネルギー・省

　　　資源対策及び環境に配慮すると共に「公共建築のユニバーサルデザインに関する指針」に基づき、

　　　すべての人に配慮した設計とすること。

ｄ 　 公共建築物における木材利用の促進の意義をよく理解し、木材利用について積極的に取り組むこと。

② 公共事業という意識を念頭に、公平性を確保する意味から、特定のメーカーを意識させるような図面

の表現はしないこと（メーカー提供のCADデータの”生のすがた”での使用は原則として認めない）。

ただし、納まり上や何らかの理由により、姿図を描かなければ設計の意図が伝達できないような場合

は、外形図等とし文字による仕様の書き込みで表現すること。

(5) 再委託体系図の作成及び提出

「山梨県暴力団排除条例の施行に伴う、公共工事からの暴力団排除」を目的として、受注者は、再委託

する場合には、金額・業務内容の如何にかかわらず、末端の再委託者まで反映させた、「再委託体系図」

を作成し、遺漏・誤謬が無いよう記載内容を十分確認の上、遅滞なく監督員へ提出するものとする。
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また、提出した「再委託体系図」の内容に変更が生じた場合は、その都度変更するものとし、遅滞なく

監督員へ提出するものとする。

なお、提出は打合せ簿によるものとする。ただし、メールによる提出も可能なものとし、この場合は、

後日、打合せ簿を提出するものとする。

(6) その他

① 積算業務について

a 積算については、公共建築工事積算基準に基づき行うこと。

ｂ 資材単価や施工単価は、公刊本に掲載されている市場単価を採用すること。

また、採用した単価の公刊本名称、発行月、ページを備考欄に記載すること。

ｃ 専門業者等への見積りについては、最低３者とし、見積り先は発注者と協議すること。

ｄ 各工事の発注前には、単価の入れ替え、見積りの再徴収などに協力するものとする。

② 一般業務のうち委託業務に含まれない業務について

a 平成３１年国土交通省告示第９８号別添一第１項「基本設計に関する標準業務」のうち、次の業務

　 〇

b 平成３１年国土交通省告示第９８号別添一第１項「実施設計に関する標準業務」のうち、次の業務

● (1)の(ⅰ)(ⅱ)
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9 　成果物、提出部数等

(1) 基本設計

建築（意匠・構造）

● 建築計画概要書 部 ２つ折り（Ａ４）

建物概要

配置計画

動線計画

意匠計画

景観計画

色彩計画

セキュリティー計画

防災計画

外構計画

植栽計画

雨水排水計画

仮設計画

● 建築基本設計図

仕上概要表

面積表及び求積図

敷地案内図

配置図

平面図（各階）

断面図

立面図（各面）

● 構造基本計画書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 構造計画概要書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 工事費概算書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 各種技術資料 部 ２つ折り（Ａ４）

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )

各１部 1

その他実施設計に必要な基本

的事項を決定するための資料

及び検討書
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成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )

電気設備

● 現地調査書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 電気設備基本計画概要書 部 ２つ折り（Ａ４）

電気設備計画概要

電気設備方式選定検討書

概略計算書

防災設備計画書

● 電気設備基本設計図 部 ２つ折り（Ａ４）

● 工事費概算書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 各種技術資料 部 ２つ折り（Ａ４）

機械設備

● 現地調査書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 機械設備基本計画概要書 部 ２つ折り（Ａ４）

機械設備計画概要

各機械設備方式選定検討書

概略計算書

防災設備計画書

● 機械設備基本設計図 部 ２つ折り（Ａ４）

● 工事費概算書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 各種技術資料 部 ２つ折り（Ａ４）

そ の 他

○ 透視図 　 　

○ 模型 　

● コスト縮減検討中間報告書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 設計説明書 部 ２つ折り（Ａ４）

● 各記録書 部 ２つ折り（Ａ４）

○ パンフレットの作成

(注) ： 電気設備及び機械設備の成果物は、建築（意匠・構造）基本設計の成果物の中に含めることもできる。

： 建築計画概要書、建築基本設計図は、監督員と協議のうえ、適宜追加・削除することができる。

： 建築・電気設備・機械設備の成果物は、原則として形態は２つ折り（Ａ４）同一製本とするが、

詳細は監督員と協議する（サイズはＡ４に統一することを原則とする）。

： その他の資料についても上記と同様とする。

： 電子データ等の提出については、監督員と協議する。

なお、電子納品適用対象業務にあっては、山梨県県土整備部営繕課電子納品要領による。

各１部 1

１式 1

各１部

各１部 1

各１部 －

－

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

各１部 1

その他実施設計に必要な基本

的事項を決定するための資料

及び検討書

その他実施設計に必要な基本的

事項を決定するための資料及び
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9 成果物、提出部数等

実施設計

建築（意匠）

● 建築（意匠）設計図

図面リスト

工事区分表

建築物概要書

仕様書

仕上表

カラースキーム

室別備品一覧

面積表及び求積図

敷地案内図

配置図

平面図（各階）

断面図

立面図（各面）

矩計図

展開図

天井伏図（（各階）

平面詳細図

断面詳細図

部分詳細図

建具表

外構図

昇降機設備図

● 確認申請書

● 各種計算書

● その他

● 透視図

● 模型

建築（構造）

● 建築（構造）設計図

仕様書

構造基準図

伏図（各階）

軸組図

部材断面表

標準詳細図

部分詳細図

● その他

各１部 (2-2)　実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の
種類）と提出部数及びその形態を参考に作成する。

各１部

各１部

各１部 (2-2)　実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の
種類）と提出部数及びその形態を参考に作成する。

（1）

成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )
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電 気 設 備

● 電気設備設計図

図面リスト

工事区分表

仕様書

敷地案内図

配置図

受変電設備図

非常電源設備図

幹線系統図

電灯、コンセント設備平面図（各階）

動力設備平面図（各階）

通信・情報設備系統図

通信・情報設備平面図（各階）

火災報知等設備系統図

火災報知等設備平面図（各階）

屋外設備図

● 電気設備設計計算書

● 確認申請書

各１部

各１部

各１部 (2-2)　実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の
種類）と提出部数及びその形態を参考に作成する。

成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )
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機 械 設 備

● 空気調和設備設計図

図面リスト

工事区分表

仕様書

敷地案内図

配置図

空調設備系統図

空調設備平面図（各階）

換気設備系統図

換気設備平面図（各階）

その他設置設備設計図

部分詳細図

屋外設備図

● 給排水衛生設備設計図

図面リスト

工事区分表

仕様書

敷地案内図

配置図

給排水衛生設備配管系統図

給排水衛生設備配管平面図（各階）

消火設備系統図

消火設備平面図（各階）

排水処理設備図

その他設置設備設計図

部分詳細図

屋外設備図

さく井設備図

特殊設備図

桝の一覧表

● 空気調和設備設計計算書

● 給排水設備設計計算書

● 確認申請書 各１部

各１部

各１部

各１部

各１部 (2-2)　実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の
種類）と提出部数及びその形態を参考に作成する。

成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )
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積　　算

建　　築

● 積算数量調書

● 積算数量算出書

● 複合単価等作成資料

● 見積書、見積一覧表

● 打ち合わせ書

● 建築工事費内訳書

● 営繕工事積算チェックマニュ

アル（建築工事編）

電 気 設 備

● 積算数量調書

● 積算数量算出書

● 複合単価等作成資料

● 見積書、見積一覧表

● 電気設備工事費内訳書

● 営繕工事積算チェックマニュ

アル（電気設備工事編）

機 械 設 備

● 積算数量調書

● 積算数量算出書

● 複合単価等作成資料

● 見積書、見積一覧表

● 機械設備工事費内訳書

● 営繕工事積算チェックマニュ

アル（機械設備工事編）

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

（空気調和と給排水に分離することもある）

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

(2-2)　実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の
種類）と提出部数及びその形態を参考に作成する。各１部

各１部

成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )
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成        果        物        等 原  図 陽画焼 製   本   形   態
摘               要

( A 1判以外は特記 )

そ の 他

● 透視図 写真撮影

● 模型 写真撮影

● 省エネルギー関係計算書

●

●

● コスト縮減検討報告書

● 日影図

● 設計説明書

（設計意図を中心に記載したもの）

● 概略工事工程表

○ パンフレットの作成 　

資    料

● 各種技術資料

● 構造計算データ

● 各記録書

○

(注) ： 建築（構造）の成果物は、建築（意匠）基本設計の成果物の中に含めることもできる。

： 設計図は、監督員と協議し、適宜、追加・削除してもよい。

： 電子データ等の提出については、監督員と協議する。

なお、電子納品適用対象業務にあっては、山梨県県土整備部営繕課電子納品要領による。

： 図面のサイズについては、「Ａ1以外は特記」とあるが事前に監督員と協議すること。

： 提出部数については、原則として記入してあるので、監督員と協議を行うこと。

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

各１部

測量図に基づく現地確認及び設
計に必要な軽微な測量（必要に
応じて報告書作成）

各１部

各１部

土地利用に係わる許認可関係法
令チェックリスト作成及び書類
作成の支援

各１部

各１部 －

１基 －

設計特記　　17



(２－２) 実施設計の成果物としてのまとめ方（図書の種類）と提出部数及びその形態

　金文字本製本

2 　設計図面 各工事 2 部 　製本（表紙文字） ２つ折り製本　背表紙文字共 一括製本 分割製本 　（建・電・機）

3 　縮小図面     （Ａ3） 各工事 3 部 　同　　上 ２つ折り製本　背表紙文字共 一括製本 分割製本 　（建・電・機）

4 　閲覧用設計図面 各工事 1 部 ＣＤ-Ｒ

5 　工事費内訳書 各工事 1 部 　同　　上

6 　構造計算書 1 部 　ファイル綴じ

7 　設備計算書 各工事 1 部 　同　　上

8 　省エネルギー関係計算書 各工事 1 部 　同　　上

9 　確認申請書等 1 部 各施設毎にとりまとめ作成し提出する。

10 　積算数量調書 各工事 1 部 　ファイル綴じ 各工事毎にまとめ作成する。一位代価を含む

11 　積算数量算出書 各工事 1 部 　同　　上 各工事毎にまとめ作成する。一位代価を含む

12 　メーカー見積書 各工事 1 部 　同　　上 各工事毎にまとめる

13 　各種技術資料 各工事 1 部 　同　　上

14 　各記録書 各工事 1 部 　同　　上 官公署、電気・ガス・水道等の供給者及び関係者等との協議書

注） ・　ファイル綴じのものについては、インデックスを付け一緒にしても良い。ただし、原則として、建築・電気設備・機械設備の発注工事単位毎とする。

・　提出部数については、原則として記入してあるので、監督員と協議を行うこと。

発注工事毎に工事費内訳書・設計図（Ａ３への縮小図面とし両面コピーは可）を
一括製本

Ｃａｄデータからｐｄｆファイルへの変換を行い、CD-Rでの提出を行う　（1部）

計算データ・プログラムの評定等を含む

計算データを含む

省エネルギー対策説明を含む

1 　発注用設計図書 各工事 1 部

黒表紙ビス止め（ひ
もとじも可）

図  書  の  種  類
原図以外の

形          態 備                                                  考
提 出 部 数
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令和 年 月 日

富士川町長 宛

印

業務について、下記のとおりです。

記

1 管理技術者の経歴等

2 各主任担当技術者の経歴等

3 担当技術者の経歴等

4 協力者の名称、協力を受ける理由、分担業務分野等

（協力者がある場合） （契約書の写しを添付）

5 分担業務分野、具体的な業務内容、追加する理由、主任担当技術者の経歴等

（建築、構造、電気及び機械以外に追加する分担業務分野がある場合）

（契約書の写しを添付）

住 所

会 社 名

代表者名

業務計画書の提出について



管理技術者の経歴等

　 年 　 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

一級建築士 ： ： 　 　 年 月 日

： ： 年 月 日

： ： 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

平成　　 年 月 日 以降に担当した官公庁発注の業務実績

手持ち業務の状況 (令和 年 月 日 現在の手持ちの設計業務)

合計 件

( )

まで

( )

まで

( )

まで(              )

(              )

単   独

共同体

その他 として従事

(              )

単   独

共同体

その他 として従事

単   独

共同体

その他 として従事

業 　　　　務 　　　　名　　  発注者（事業主） 受注形態 業　　　務　　　概　　　要 履行期間

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

(              )

業　　　　　務　　　　　名 受注形態 分 担 業 務 分 野 及 び 立 場 履   行   期   間

(              )

単 独

共同体

その他 として従事

(              )

単 独

共同体

その他 として従事

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

登録番号 取得年月日

業 務 名　　（PUBDIS登録番号）  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

登録番号 取得年月日

登録番号 　 取得年月日

氏 名 生年月日

所 属 ・ 役 職

保 有 資 格 等



各主任担当技術者の経歴等 ：

　 年 　 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

： ： 年 月 日

： ： 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

同種

類似

有 無 ( )

(ｺｰﾄﾞ )

平成　　 年 月 日 以降に担当した官公庁発注の業務実績

手持ち業務の状況 (令和 年 月 日 現在の手持ちの設計業務)

合計 件

( )

まで

( )

まで

( )

まで(              )

(              )

単   独

共同体

その他 として従事

(              )

単   独

共同体

その他 として従事

単   独

共同体

その他 として従事

業 　　　　務 　　　　名　　  発注者（事業主） 受注形態 業　　　務　　　概　　　要 履行期間

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

単 独

共 同 体

協力事務所 ～

その他

(                    )

(              )

業　　　　　務　　　　　名 受注形態 分 担 業 務 分 野 及 び 立 場 履   行   期   間

(              )

単 独

共同体

その他 として従事

(              )

単 独

共同体

その他 として従事

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

登録番号 取得年月日

業 務 名　　（PUBDIS登録番号）  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

登録番号 　 取得年月日

担当分野

氏 名 生年月日

所 属 ・ 役 職



担当技術者の経歴等

分担業務分野： ： ：

生年月日： 年 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

( )

分担業務分野： ： ：

生年月日： 年 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

( )

分担業務分野： ： ：

生年月日： 年 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

( )

分担業務分野： ： ：

生年月日： 年 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

( )

分担業務分野： ： ：

生年月日： 年 月 日 才

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の同種又は類似業務の実績

同種

類似

( )

(              )

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

業　　　　 務　　　　 名　　  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

(              )

所 属 氏 名

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

業　　　　 務　　　　 名　　  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

(              )

所 属 氏 名

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

業　　　　 務　　　　 名　　  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

(              )

所 属 氏 名

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

業　　　　 務　　　　 名　　  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

(              )

所 属 氏 名

施設完成年月

単 独

共同体

その他 として従事

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

業　　　　 務　　　　 名　　  発注者（事業主） 受 注 形 態 業　　　務　　　概　　　要

所 属 氏 名



協力事務所の名称等

： ：

： ：

協力を受ける理由及び具体的内容

： ：

： ：

協力を受ける理由及び具体的内容

： ：

： ：

協力を受ける理由及び具体的内容

： ：

： ：

協力を受ける理由及び具体的内容

所 在 地 分 担 業 務 分 野

所 在 地 分 担 業 務 分 野

事 務 所 名 代表者

所 在 地 分 担 業 務 分 野

事 務 所 名 代表者

所 在 地 分 担 業 務 分 野

事 務 所 名 代表者

事 務 所 名 代表者



分担業務分野の追加

：

追加する分担業務分野の具体的な業務内容

分担業務分野を追加する理由

　 年 　 月 日 （

：

実務経験年数 　 　 年

： ： 　 　 年 月 日

： ： 年 月 日

： ： 年 月 日

平成　　　 年 月 日 以降の当該分野における業務の実績

有 無

(ｺｰﾄﾞ ) ( )

有 無

(ｺｰﾄﾞ ) ( )

有 無

(ｺｰﾄﾞ ) ( )

手持ち業務の状況 (令和 年 月 日 現在の手持ちの設計業務)

合計 件

( )

まで

( )

まで

( )

まで(              )

(              )

単 独

共 同 体

そ の 他 として従事

(              )

単 独

共 同 体

そ の 他 として従事

単 独

共 同 体

そ の 他 として従事

業 　　　　務 　　　　名　　  発注者（事業主） 受注形態 業　　　務　　　概　　　要 履行期間

その他

(              ) として従事

(              ) として従事

単 独

共同体

(              ) として従事

単 独

共同体

その他

業 務 名　　（PUBDIS登録番号）  発注者（事業主） 受 注 形 態 施設棟概要及び分担業務分野の内容 施設完成年月

単 独

共同体

その他

登録番号 　 取得年月日

登録番号 取得年月日

所 属 ・ 役 職

保 有 資 格 等

登録番号 取得年月日

追加する分担業務分野

主任担当技術者 氏 名 生年月日 才）



様式-3
　

契約担当者
　

宛

受　託　者

印

1

　
2

3
　

4 再委託予定者の住所、
商号・名称、代表者氏名
　

5

6

7 再委託する業務の
契約金額（予定）

（注意）１　 再委託予定者が２社以上の場合は、４～７を一覧表（別紙）とすること。

　　　　２　５については、再委託者が担当する業務内容等を記入すること。

　  　　３　再委託の内容の変更、再委託の相手方の変更等を行う場合はその都度承諾を
　 　 　　　得るものとする。

再委託業務内容

再委託の必要性

記

契 約 番 号

委託業務の名称

委託業務の場所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

再委託（変更等）申出書

下記のとおり業務の一部を再委託したいので契約書 第○条第○項 に基づき、承諾されたい。

令和　年　月　日

所　　　属

職　氏　名

住 所



履行体系図
（再委託先１） （再々委託先１－１）

（再委託先２）

注）
・「再委託（変更等）申出書」の添付資料として提出を行う。
・設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。
・金額については、「再委託(変更等）申出書」に記入した金額（予定）を記載する。

金額（予定） 　

（株）●●●（予定）
住所
TEL

代表者氏名
担当業務
の範囲若し
くは内容

担当業務
の範囲若し
くは内容

△△に関する□
□地区基礎調査

担当業務
の範囲若し
くは内容

金額（予定） 　 金額（予定）

TEL
代表者氏名 代表者氏名

受託者（受注者） （有）○○○ ○○○有限会社

×××株式会社
住所 住所
TEL



様式-4

宛

契約担当者
所　　属

職　氏　名 印

令和　　年　　月　　日付けで申出のあった□□の再委託については、承諾する。
（承諾できないので通知します。）

[ なお、再委託内容等に変更が生じる場合は、あらかじめ変更の申出を行うこと。] 

　
（注意）１　 □□には、委託業務の名称又は業務の名称を記載する。
  　　　２　承諾しないとした場合は、「承諾する」を「承諾しない」とする。
  　　　３　承諾しない場合は、理由書を添付すること。
  　　　４　承諾する場合は、[なお・・・]の追記を行う。
　  　　５　再委託の内容の変更、再委託の相手方の変更等を行う場合はその
　　　　　　都度承諾を得るものとする。

　 　 　　　　
　 　 　　　　

　　　　　　　第　　　　　　号

令和　　　年　　　月　　　日

受注者

商号又は名称

代表者氏名

再委託承諾（不承諾）通知書


